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１．統合への過程

今日の地

つ （ヨ

イツ，イタ

議し， 年

また原子力

た は，

であった。

域統合の象徴である は，

ーロッパ石炭鉄鋼共同体）が共

リア，ベルギー，オランダ，

２月にローマ条約を制定，

の共同利用・開発を目的とし

の三

はその後 年にイギリス

年に発足した鉄と石炭の

同体形成への基礎となった。

ルクセンブルグは， の

年１月 （ヨーロッパ

た は 年に発

つの共同体の決定・執行機関

，デンマーク，アイルランド

取引を促進する目的をも

年にフランス，西ド

さらなる拡大を求めて協

経済共同体）へと発展した。

足する。 年に発足し

としての内容をもつもの

が加盟した。同じように

加盟申請した

リシアが加盟

ランド，オー

チェコ，スロ

今後ルーマニ

は，

ーストリヒト

ノルウェーは，国民投票によ

し， 年はスペイン，ポル

ストリアも加盟した。 年

バキア，ハンガリー，スロ

ア，ブルガリアが加盟すれば

年にマーストリヒト条約を

条約批准を否決するという

って加盟を断念するという

トガルが加盟している。さ

はエストニア，ラトビア，

ベニア，マルタ，キプロスの

か国，５億人の巨大市場

経て発足したのであるが，デ

事態があった。 は第１段階

事態も生じた。 年はギ

らにスウェーデン，フィン

リトアニア，ポーランド，

か国が加盟した。 は

が誕生することになる。

ンマークが国民投票でマ

では，加盟国間の統合を

一層推進する

第２段階と

である。

年６

国が批准す

承し，共通の

ことを目標に掲げた。それ

しては，東欧諸国の加盟を促

月 首脳会議において「

れば発布される。「 憲法」

運命のために過去の対立を乗

は具体的には 年の

進し，ロシア 諸国を除く

憲法」の制定が採択された

は，ヨーロッパの文化的，宗

り越えての統合をめざす。

流通に象徴されている。

大ヨーロッパ統合の誕生

。「 憲法」は 加盟

教的，人道的な遺産を継

統合は多様性の中の統一で
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ある。加盟国は

する。閣僚理事

必要とする。

立命館経済学

権限を に移譲する。均衡

会の可決は， ％の賛成と

防衛庁を設置する。そして

（第 巻・第５ ６号）

ある成長は市場経済化に基づ

賛成国の人口が 総人口の

万人市民の要求で欧州委

く。 大統領を選出

％以上となることを

員会に法案を提出する

ことができる，

ヨーロッパは

ンス，アメリカ

ァシズムとの戦

ンスとの国境紛

った。鉄鋼・石

界大戦後，再び

などとなっている。

第１次世界大戦，第２次世界

などといずれもドイツ連合と

争であったが，ドイツの拡張

争は，ルール，ロレーヌとい

炭は当時の基幹産業であり，

戦争の悲劇を生まないように

大戦と２度も大きな戦場とな

の戦争であった。第２次世界

政策とぶつかったのであった

う鉄鋼・石炭の生産地の帰属

軍事部門に直轄する産業であ

，さらに旧ソ連・東欧諸国の

った。イギリス，フラ

大戦はヒットラー・フ

。とくにドイツとフラ

をめぐってが一因であ

った。そこで第２次世

「脅威」にさらされな

いように，両地

ンス，ドイツに

にオランダ，イ

た 年には

パ経済共同体）

ロッパ建設に入

によって運営さ

一方イギリス

域の帰属を平和的に解決する

よる共同管理である

タリア，ルクセンブルグも

（ヨーロッパ原子

が発足することになった。

った段階でもあった。こう

れたのである。

は，当初 に加盟せず，

方法が見いだされた。それが

（ヨーロッパ石炭・鉄鋼共同体）

加わって 年に正式に

力共同体）が発足し，そして

年はヨーロッパの戦後復興

して今日の の前身である

北欧諸国，オーストリアな

ベルギーを含んだフラ

の設立であった。さら

として発足した。ま

年に （ヨーロッ

が終わり，新しいヨー

３つの共同体は６か国

どと （ヨーロッパ

自由貿易地域）を

さらに経済政策

スは 世紀世界

追求することは

ことから

有する特徴の消

国民の主流であ

設立し， に対抗した。

などは加盟国の自主性が尊重

市場の「覇権」を握った国で

許されざることであった。と

加盟には不熱心であった。ま

失あるいは政治・経済・社会

った。ヨーロッパは 世紀以

は自由貿易地域といっ

された緩やかな関税同盟であ

あったから，フランス，ドイ

りわけ保守党は強いイギリス

た当時国民経済間の統合は，

構造の平準化・同質化に が

来市民社会を形成してきた経

ても農産物は除外され，

った。もちろんイギリ

ツと共同の経済政策を

の復活を目指していた

それぞれの国民経済が

るとの認識がイギリス

緯があり，統合によっ

てヨーロッパの

がって承認でき

社会科学的な

たがって統合に

経済学の学問体

経済学は，統合

あるいはアメリ

平準化・同質化傾向が進むこ

ないとするものでもあった。

視点にたてば，これまで経済

よって事実上国民経済の存在

系それ自体成り立たないこと

事態は仮の姿であり，本質は

カの覇権を維持するための統

とは，歴史的市民社会を否定

学は個々の国民経済を対象と

が否定されることになれば，

を意味する。従来の経済学，

ヨーロッパのいずれかの国の

合市場の整備，という位置づ

することであり，した

して発展してきた。し

国民経済を基軸とする

たとえばマルクス主義

支配が貫くことになる，

けであった。また新古

典派経済学は国

化をめざす考え

ほとんど予想し

そかにする従来

社会科学とり

効した「ローマ

民経済の自立・再生産の維持

方であった。したがって既存

えなかったのである。ここで

の経済学の方法論的限界が示

わけ経済学の限界が叫ばれる

条約」は の内実化を

という側面はあまり関心がな

の経済学は が今日のよ

も理論解明のみを主たる対象

されているのである。

中でヨーロッパ統合は着実に

はかるヨーロッパ統合を推進

く，市場の整備，平準

うな形態になることは

にし，現実分析をおろ

進行した。 年に発

する内容となったので

（ ）



ある。ローマ

われた。さら

共通貿易政策

統

条約は，ヨーロッパ共同体の

にローマ条約は，関税などの

，加盟国間の資本・商品・労

合過程と課題（岩田）

設立，経済政策の調整，加

貿易制限の撤廃，加盟国以

働の移動の自由，農業にお

盟国の連携強化などがうた

外の国に対する共通関税と

ける共通政策が掲げられて

いる。ローマ

ローマ条

うち農業政策

格設定であ

た。とくにド

も競争力が高

た各国農業

条約は今日の 統合の基

約発効以来， の基本的な

は，農業技術の改善，農業者

った。 加盟国の農業生産

イツの農業は小規模であり，

く，フランス経済に占める比

生産規模・競争力の相違を調

本的枠組みを形成する内容を

共通政策は，関税および農業

の所得確保，農産物市場の

は，それぞれ異なっており，

生産性が劣っていた。一方

重も高く，また農業人口も

整する目的で， 年

もつものであった。

政策に現れている。この

安定，農産物の合理的な価

問題・課題も異なってい

フランス農業は加盟国で最

多数を抱えていた。こうし

は （共通農業政策）の

もと「マンス

の にお

年は

ランスではパ

生などで，政

すべきヨーロ

脱すなわち新

ーロッパ通貨

ホルト・プラン」を発足し，

ける農業問題の調整が後の拡

とくにフランスにとって

リを中心とした学生運動，さ

治的・経済的混乱が続いた。

ッパ連合の形成を目指してい

しい国際通貨システムの形成

の復権を計画していた。当時

ヨーロッパ農業の近代化を

大 への布石となったので

は， 統合を推進する契機

らには全労働者を巻き込ん

当時のフランス大統領ド・

た。とりわけ国際通貨体制

を，フランス・フランを基

のフランスのドル離れは，

促進することになった。こ

あった。

となった年であった。フ

だゼネラルストライキの発

ゴールは，アメリカに対抗

に関しては，ドルからの離

軸とする金貨幣の復活とヨ

アメリカ・ドル支配を弱体

化する要因と

流通を強める

ランスは再

か国からヨー

さらに

フランス，イ

とロメ協定を

なっていた。しかしフランス

ことになった。アメリカ・ド

びヨーロッパ連合の強化を提

ロッパ全域への統合拡大であ

から発展した は，域内

ギリスなどの旧植民地地域で

締結する。ロメ協定は今日コ

の政治・経済の混乱は，逆

ルの危機が一時的に回避さ

案せざるをえなくなったので

る。

のみならず域外にも支配領域

あったアフリカ・カリブ海

トヌー協定と名称と内容を

にアメリカ・ドルの支配・

れたのであった。そこでフ

ある。これまでの ６

を広げる政策を追求する。

，太平洋諸国・地域 か国

変更し存続している。ロメ

協定は，

政策を実施し

を契機とした

政治的・経済

国資源の主権

民地諸国に

立などを提

年国連で採択された

ていこうとするものであった

いわゆる「石油ショック」が

的自立化，対等，平等，相互

化，多国籍企業の行動規制

対して一次産品輸出の価格保

起したのであった。このロメ

（新国際経済秩序）を踏襲しな

。当時の発展途上国運動は

一大契機となっていた。発

協力，平和，内政不干渉な

などを重要な政策目標として

証，輸入割当（ロメ協定国の輸

協定は，後になって自由・無

がら 独自の発展途上国

， 年の第４次中東戦争

展途上国は先進国に対して

どの政策を掲げ，さらに自

いた。そこで は，旧植

入数量確保）共通基金の設

差別・多角を原則とする

に抵

受けることに

は発展

ギリス，デン

かつての「覇

スの政治は保

触し， の原則をも踏み

なる。

途上国政策だけでなくヨーロ

マーク，アイルランドが

権」国としてヨーロッパのみ

守党と労働党が交互に政権

にじるものとしてアメリカ，

ッパ全域にも経済的な拡大を

に加盟し，９か国の拡大

ならず全世界に影響力を強

を握り，政権交代に伴って対

カナダなどからの批判を

追求する。 年にはイ

となった。イギリスは

めようとしていた。イギリ

政策も異なっていた。

（ ）



年イギリス

強行に反対する

たからであった

立命館経済学

は 加盟を申請したが，

。それはフランスがアメリカ

。しかし 年代になって労

（第 巻・第５ ６号）

関税同盟を揺るがせる

・イギリスのアングロサクソ

働党が政権を握ったことによ

ものとしてフランスが

ン同盟に危機感をもっ

り への加盟が現実

化する。労働党

建てた。それが

体へ進展するス

ったのである。

拡大 は国

になる。 年

たのであるが，

政権は，ヨーロッパ並みの経

加盟の原動力となったの

テップとなるものであり，さ

際通貨体制および外国為替相

は （ヨーロッパ通貨

今日の 流通への基礎

済成長ならびに社会保障の充

である。イギリスの加盟はヨ

らに他の 未加盟国を加盟

場の維持においても共通の政

制度）を創設する。 はイ

となった制度であった。

実を目標とする政策を

ーロッパを一つの統合

へと進ませる契機とな

策を追求していくこと

ギリスは加盟しなかっ

加盟国は，外国為替相

場を市場の動向

ことになった。

国為替相場を安

は経済的な

ヨーロッパ議会

年にギリ

規加盟３か国は

（新興工業

に委ねる政策から，共同管理

アメリカ・ドルに連動する外

定させ，さらに加盟国通貨

統合の推進だけでなく政治シ

の直接選挙が実施され，各国

シャ， 年にスペイン，ポ

ヨーロッパの中では相対的に

国）と呼ばれた事実上の発展

，変動幅の縮小という事実上

国為替相場から で共同管

の安定と共同化への布石とな

ステムにおいても統合の道を

議会とは独立した立法組織が

ルトガルが に加盟し か

遅れた地域であった。スペイ

途上の国であった。またこれ

の管理相場を採用する

理することによって外

るものであった。また

進む。 年は第１回

誕生したのであった。

国体制となる。この新

ン，ポルトガルは当時

らの国は第２次世界大

戦後ドイツ，フ

ンではフランコ

ポルトガルは出

イン，ポルトガ

時代もあったの

によってかろう

力・経済発展の

ランス，オランダなどへの出

独裁政権の下，経済発展どこ

ぎ労働者の送金によって国

ルは 世紀， 世紀の大航海

である。 世紀， 世紀には

じて「帝国主義」システム

遅れた国となっていった。

ぎ労働者送り出し国として

ろか民主主義も確立できない

際収支の均衡が保たれるよう

時代には貿易差額によって世

植民地宗主国としてアフリカ

を維持していた。しかし第１

加盟はスペイン，ポルトガ

位置していた。スペイ

ような状況にあった。

な状況もあった。スペ

界の富を蓄積してきた

，南アメリカでの支配

次世界大戦以降は生産

ルにとって経済発展の

一大飛躍を遂げ

アメリカなどの

る国への転換で

資導入政策を拡

こうして

であった。しか

くことにもなっ

る契機となったのである。ポ

企業を次々に受け入れていっ

ある。とくにスペインはフラ

大したのであった。

年代の は，加盟国を増加

し 年東ドイツにおける大

た。西ドイツ政府は東ドイツ

ルトガル，スペインは，ドイ

た。出 ぎ労働者に依存する

ンコ政権が倒されてから社民

させながら統合への内実化を

量の難民発生は，東ドイツ政

に対して東ドイツ・マルク１

ツ，イギリスさらには

国から工業化が進展す

勢力が政権を担い，外

図る政策を展開したの

権そのものの崩壊を招

に対し西ドイツ・マル

ク１での交換を

対１程度と東ド

れたことから東

イツ政権の崩壊

コスロバキア，

いるし，ポーラ

約束した。当時東西マルクの

イツ・マルクは著しく弱体化

ドイツ市民は西ドイツへの帰

へとつながったのである。東

ハンガリーなどに波及する。

ンドは 年に「連帯運動」

交換比率は公的には１対１で

した通貨であった。それが１

属，流入を求めていくことに

ドイツ政権の崩壊は，隣国で

すでにチェコは， 年「プ

によって政権の危機が生じ，

あったが，市場では

対１の交換約束がなさ

なる。その結果が東ド

あるポーランド，チェ

ラハの春」を経験して

ソビエト軍によって弾

（ ）



圧された経験

が強いられ市

ーロッパに救

統

をもっている。またルーマニ

民は解放を待ち望んでいたの

いの手を求めてきたのであ

合過程と課題（岩田）

アは，チャウシェスク政権

である。こうして突如東欧

った。 から へのステッ

の下で一種の「鎖国」状態

共産党政権が崩壊し，西ヨ

プは東欧諸国の政治体制

の変化によっ

は

誕生した。

１億 万

ある。

統合の

統合が飛躍的

て加速されたのである。

年５月ポーランド，チェコ，

は人口４億 万人，

人多く， はほぼ同一水準

歴史は，３つの段階を経て

に進んだのは， 年のマー

スロバキアなど カ国が加盟

約 兆ドルでアメリカに比

となっている。日本の

進んだのであった。 の

ストリヒト条約以降であり

し， カ国の統合市場が

べ面積は小さいが人口で

の２倍以上の巨大市場で

流通に象徴されるような

， 年のアムステルダム

条約によって

由を保障する

の充実など

通貨統合

なった。

の統合

提唱された

の経済統合で

具体的に進展したのであった

だけでなく，外交・安全保障

の生活・社会面での統合の推

の具体案が提起され，

は，他の地域経済統合とは異

経済統合で，アメリカ，メキ

，実体は関税同盟を主体とし

。マーストリヒト条約は，

の政治・軍事面，通貨など

進が合意された。さらにアム

年からは各国通貨が廃止され

なった内容となっている。

シコが参加している。

たアメリカによるメキシコ

資本，商品，人の移動の自

の経済面，さらに社会保障

ステルダム条約を通じて

が流通することに

はカナダによって

は先進国と発展途上国

低賃金労働者利用を目的と

している。ア

によって安価

カ大陸にまで

東南アジア

することと

国地域の国際

いる。また

メリカ企業は，マキラドーラ

な製品・部品の供給体制を確

統合を拡大し， （アメ

か国による関税同盟であり，

なっている。また は

分業を発展させながら，同時

はブラジル，ア

に象徴されるメキシコの低

立し，競争力拡大の契機と

リカ自由貿易地域）の確立を目

形態としては発展途上国間

，日本，中国などの影響力を

に先進国市場に依存してい

ルゼンチン，パラグアイ，ウ

賃金労働力を使用すること

なった。さらに南北アメリ

指している。 は

の対等・平等の関係を形成

小さくし，東南アジア諸

くという方向性を追求して

ルグアイの４か国による

経済統合で主

はこれ

税同盟のみな

整備・推進で

いる。市場万

ただしアメリ

ズムといわれ

たる目的は関税同盟である。

ら３つの地域経済統合と異な

らず，政治，軍事，社会面で

ある。アメリカ型の資本主義

能主義は，競争，自己責任，

カの採っている行動は，強大

る単独行動主義あるいは覇権

って，いわゆる先進国間の経

の統合を目指している。と

は競争社会を前提とした「

さらに小さな政府・夜警国

な軍事力を背景とした拡張

主義であり，決して小さな

済統合の推進であり，関

くに重要な点は社会保障の

市場万能主義」を目指して

家をスローガンとしている。

主義であり，ユニラテラリ

政府ではないのである。こ

のアメリカ

雇用の安定と

を追求してい

いわば

等な関係と政

コの安価な労

に対して は，市場万能主

バランスの追求，貧困の排除

くことになっている。

はアメリカ型の市場万能主

策の追究に重きを置いてい

働力利用による競争力増大策

義ではなく市場経済機能を活

，社会保障の近代化，男女

義・拡張主義・覇権主義では

る。したがって のよう

を目的とした経済統合では

かしながら雇用の創出，

平等社会，共通の社会政策

なく，加盟国の対等・平

なアメリカによるメキシ

なく，加盟国全体の底上げ

（ ）



による安定した

しい方向性を示

立命館経済学

社会の確立を目指している

していることになる。

（第 巻・第５ ６号）

。こうした 統合は， 世紀の国民経済統合の新

共通政策を追

の に応じ

ける主な支出は

農業生産者に他

２．

求する の財政は，各国

た部分と， （付加価値税

，農業補助金（ ―共通農

の製造業部門並みの所得を保

共通政策の特徴

の拠出金によってまかなわれ

）の最大 ％分が主たる財源

業政策）と構造調整による地

証する，消費者に適正な価格

ている。拠出金は各国

である。 財政にお

域援助である。 は

での提供，農業生産性

の向上，農業生

の典型とされて

もつながった。

で中規模経営農

農業規模の拡大

は過剰をもたら

可能になった。

いわれる内容で

産の安定したがって外国農業

いる。 の進展は，

これまでの 農業は，家

家が誕生するようになった

となった。さらに農業規模，

すようになった。これら過剰

輸出は 価値価格以下で

ある。しかし輸出を確保す

品からの保護などを目的とし

農業生産を拡大したのみなら

族的経営が中心であったが，

。また の農業人口の減少

農業生産性の上昇に伴って農

農産物は，補助金政策のもと

行われることになり，形を変

ることによって 農業の生

ており， 共通政策

ず，農業規模の拡大に

フランス，ドイツなど

の結果は，全体として

業生産が増大し，一部

で国際価格での輸出が

えたダンピング輸出と

産拡大を保証し，さら

に農家所得を安

家戸数の減少，

換である。こう

至ったのである

に示さ

成長期を通じて

への移行を政策

定的にするものであった。ま

家族経営的農業生産からの離

して 農業は 年代の

。

れるような農業政策は，日本

比較生産費説などの貿易理論

課題とした。その結果現在は

た は農業の規模拡大を

脱を意味しており，いわば企

絶対的不足状態から恒常的な

の農業政策と基本的に異なっ

を応用し，農業よりも製造業

カロリー計算で農業自給率が

もたらすとともに，農

業的な農業経営への転

余剰を生みだすまでに

ている。日本は，高度

，高付加価値生産部門

％となり，韓国と並

んで食糧の海外

あり，農家戸数

今日では非常に

けと日本の位置

の加盟国

する国際分業体

がアジア，アフ

依存率が高い国となった。今

，農家人口も減少し，衰退化

困難な状態にまで追い込ま

づけが大きく異なっているこ

であるイギリス，フランスな

制を形成した。それは伝統的

リカ，ラテンアメリカの旧植

日日本の農業生産は の

の一途を辿っている。日本農

れている。同じ先進国でも

とを示している。

どは，かつて食糧などの一次

リカード比較生産費説理論の

民地は次々に独立していき，

２％に満たない産業で

業の再生を図ることは，

諸国の農業の位置づ

産品を旧植民地に依存

応用であった。ところ

かつての宗主国・植民

地という関係を

になったのであ

たのであった。

剰国へ，さらに

であった。

の農産物

継続することができなくなっ

る。そこで の前身である

は農業保護政策，補助金

アメリカに続く食糧輸出国

輸出は を通じた農業補

た。第２次世界大戦後のヨー

は，ヨーロッパ域内での

政策を実施することにより，

への転換である。この農業保

助金に支えられていた。

ロッパは食糧の輸入国

食糧自給政策を追求し

食糧不足国から食糧余

護の主要な政策が

の農産物輸出はいわば

（ ）



「公正貿易」

ウンドで問題

うになる。た

統

ではなく歪められた貿易とい

となり，さらにアメリカから

だし批判するアメリカも農業

合過程と課題（岩田）

うことになる。こうした点

も保護主義的な貿易システ

に対しては補助金政策が行

が ウルグアイ・ラ

ムに対する批判を受けるよ

われ，アメリカ財政への負

担となってい

削減するこ

リカ農産物の

などのケア

主義政策に関

基盤とした保

ら他の産業へ

た。 が補助金政策を止め

とが可能になる。アメリカは

市場拡大をねらっていたので

ンズグループは農産物の完全

しては一定の理解を示した。

守政党は支持基盤を失うこと

の転換は非常に困難だから

れば農産物の国際価格は上昇

の農業保護主義政策を転

ある。カナダ，アルゼンチ

自由化を要求している。そこ

日本農業の要であるコメ生

になるし，なによりも今日

である。 原則を最も忠

し，アメリカは補助金を

換することによってアメ

ン，オーストラリア，タイ

で日本は の農業保護

産が打撃を受ければ農村を

の産業構造のなかで農業か

実に実行しようとしている

日本において

は

は，統一市場

って生産力発

生産力停滞を

る外資導入

い。 は

りわけポーラ

も農業部門だけは一定の抵抗

年ポーランド，チェコ，スロ

への参加というよりもドイツ

展を図ろうとするものであ

外資によって補っていこうと

政策の 版である。しかし

農業保護，農村社会の安定を

ンドなどでは による補

を示しているのである。

バキアなど中東欧諸国が加盟

，イギリス企業などの直接

る。 加盟は，これまでの東

する政策である。東南アジ

これらの東欧諸国は産業構造

保証する内容になっている。

助金に期待することになる。

した。中東欧諸国の加盟

投資をうけいれることによ

欧共産党政権のもとでの

ア，中国などが追求してい

における農業の比重が高

したがって新規加盟国と

東欧諸国は既存の 加

盟国に比べ農

大となる。さ

でなく，何よ

なる。ただし

諸国での

と並

て失業率が高

産物価格は低く， 価格で

らに農業国では の補助

りも農産物価格が大幅に引き

による補助金の受け入

の受け入れは，新たな財政

んで 統合における特徴的

く，若年者の失業の割合が

の輸出が行われることになれ

金による農業近代化を促進す

上げられる可能性があり，

れは，同時に当該国での財政

収入の財源を見つけ出さなけ

政策は，地域政策と雇用政

高くなっている。 諸国は日

ば，むしろ農業収入の増

ることが可能になるだけ

農家所得が増大することに

支出を必要とする。東欧

ればならないことになる。

策である。 は全体とし

本，アメリカなどに比べ

て大学進学率

になったが，

つけて就職す

化され，学歴

進学する階層

職するという

組みはない。

が低い。最近イギリスはポリ

フランス，ドイツなどは

るというよりも，古くから存

があるからといって階級を簡

は「中流」以上の子弟が多く

形態もある。実社会の方も新

さらにイギリスなどでは教育

テクニークなども高等教育

％程度である。日本やア

在する「階級制度」の下で

単にステップアップできる

，卒業しても就職をせず，

規卒業者を重点的に採用し

を全く受けていない階層も

に含め大学進学率は ％台

メリカなどのように学歴を

は労働者の「職種」が固定

わけではない。また大学に

社会勉強をすませてから就

て社内教育を行うという仕

存在し，このような人々は

就職すらでき

サッチャー政

におけ

雇用政策を採

の平等を柱と

なによりも財

ない。失業の増大という状況

策が採用されたのでもあった

る長期不況は，失業を減らす

用した。それは就業能力の向

して加盟各国はガイドライ

政に占める社会保障費の削

は 年代になって深刻化

。

までには至っていなかった。

上，起業支援，環境変化へ

ンを設定したのである。 は

減となる。 の通貨・市場統

し，これを改善するために

そこで は 年に新

の適応能力強化，雇用機会

失業者を減らすことは，

合は，各国の財政の均衡

（ ）



化が要請されて

のため政権がめ

また失業率の

立命館経済学

いる。イタリアなどは財政均

まぐるしく交替する事態も生

低下政策は，移民労働者対策

（第 巻・第５ ６号）

衡化のために社会保障費の削

じた。

でもあった。かつての西ドイ

減が余儀なくされ，そ

ツは低賃金労働者不足

が深刻化してい

力不足を補って

た。そこでドイ

などから受け入

た。イギリスで

の外国人労働力

人が外国人労働

た。第２次世界大戦前までは

いた。しかし東欧諸国の共産

ツは，いわゆるガストアルバ

れた。フランスは旧植民地か

もインド，パキスタン，バン

の流入が増大した。今日で

者として登録されている。こ

東欧諸国から労働者を受け入

党政権の誕生は，ドイツへの

イターといわれる外国人労働

らの外国人労働力が低賃金労

グラデシュ，ジャマイカ，ア

はドイツ 万人，フランス

うした外国人労働者は，経済

れることによって労働

労働力流入を困難にし

力をトルコ，ギリシア

働を支えることになっ

フリカの旧植民地から

万人，イギリス 万

成長期には低賃金労働

者として再生産

な負担が増大す

ならば外国人労

い，さらに家族

ヨーロッパでは

国人労働者の大

本国労働者への

内容とはなって

の網の中に組み込まれるので

る。まして不況期に外国人労

働者は，本国へ帰っても職を

がいればなおさら言葉や習慣

大量の外国人労働力が滞在す

量の滞在という問題が生じる

対策・失業者の削減を追求し

いないのである。

あるが，不況期になれば過剰

働者は本国へ帰るという選択

得ることができない，相対的

の相違から本国へ戻れなくな

るようになった。本国労働者

ようになったのである。

ているのであって，決して外

な労働力として社会的

はおこなわない。なぜ

な高賃金収入の道がな

るのである。こうして

の失業拡大に加えて外

の労働力・雇用問題は，

国人労働者へ適用する

統合のも

ペイン，ポルト

って国民経済間

企業的展開を図

通貨統合，政治

も統合を求める

は国民経済

う一つの特徴は地域調整・構

ガルが加盟し，南ヨーロッパ

の格差が大きいことは経済的

ろうとする企業は，経済的格

統合，財政統合において経済

一部の考え方の基準は，一般

間の経済的格差を是正するた

造調整策である。 年ギリ

の経済発展が遅れた国が構成

統合の足枷となる。ドイツ，

差を利用して進出することも

的格差の拡大はむしろ統合の

市民の経済的平準化・所得の

めの政策として地域調整・構

シア， 年 にス

国となった。 にと

イギリスなどの多国籍

あろう。しかし将来の

妨げになる。なにより

平均化である。そこで

造調整策を講じたので

ある。地域調整

得の ％以下の

地での生活，所

済間の格差だけ

ことが重要な政

・構造調整はフランスなどの

地域であるならば助成を受け

得，社会保障の平準化が推し

でなく，国内の地域間格差の

策であることを示したのであ

３．

先進国でも助成を受けている

ることが可能である。こうし

進められていった。地域調整

是正も共通の課題となり，加

る。

拡大化の意義

。ヨーロッパの平均所

てヨーロッパ各国・各

・構造調整は，国民経

盟国間の平準化を図る

はロシア

が形成されるこ

地域になること

までで，ロシア

の加盟が実現すれば，ウラル

とになる。そうなれば

が可能な経済圏ということに

の加盟は日程にのぼっていな

からジブラルタルまでの領域

は国際経済全体を支配するす

なる。現実は東欧のブルガリ

い。 はロシアとの共存か

をカバーする大市場圏

なわち新たな「覇権」

ア，ルーマニアの加盟

，競合かという選択

（ ）



を必ずしも明

共通の社会を

そこでロ

統

確にしていない。いずれにせ

求めていこうとするならば，

シアの加盟を除く の拡大

合過程と課題（岩田）

よロシアとの関係は，ヨー

双方で加盟問題を決定しな

化傾向の意義は，どのように

ロッパ大陸の一部あるいは

ければならないであろう。

捉えればよいのであろう

か。 拡大

技術，労働力

大 として

との経済関係

の加盟国

イギリス，ド

ことになり，

化の意義の第１は，市場を大

などの国際経済的契機の拡

発足して以来域内貿易が増大

が密になっており，域内貿易

拡大は，域内貿易そのものを

イツ企業が中心となってい

それだけ域内の巨大企業にと

きくすることにある。ここで

大を意味する。 は， 年

傾向にある。とくにベルギ

に依存せざるをえない状況

増大することになる。また域

る。 の拡大は投資に際して

っては有利な安定的投資先

の市場は，貿易，投資，

代イギリスが加盟し，拡

ー，オランダなどはドイツ

になっている。したがって

内直接投資においては，

種々な規制が緩和される

として選択可能である。と

くに東欧新規

によって国内

ツなどの企業

第２に，

リカあるいは

ン・アメリ

ン・アメリ

能にする。こ

加盟国あるいは加盟申請国は

の経済発展を行おうとしてい

の戦略と加盟国の生産力発展

スペイン，ポルトガルの加盟

アジアとの経済的関係を強化

カに広大な植民地を有してい

カの国々に与える影響は大き

れまでラテン・アメリカはア

，イギリス，ドイツなどの

る。そうなると多国籍企業

の期待は，一致しているこ

に象徴されるように は，

しようとしていることであ

た。したがってスペインの

く，それだけ との経済的

メリカの影響力が大きく，

企業進出を受け入れること

化しているイギリス，ドイ

とになる。

ラテン・アメリカ，アフ

る。スペインはかつてラテ

加盟は，こうしたラテ

関係を強くすることを可

そのアメリカの支配力を小

さくするため

トガルに関し

にアフリカの

第３に，東

東欧諸国を新

ことによって

従来の

にも， は経済的関係を強

てもアフリカのアンゴラ，ナ

全域で の政治的・経済

欧諸国への市場拡大は，東欧

たな市場として拡大すること

国際的分業関係を拡大・形成

地域から東欧まで含めての国

化することが将来の市場拡大

ミビアの旧宗主国であった

的影響力を行使することが可

諸国に対して資本主義の優

および東欧の既存の生産設

することにある。ドイツ，

際的分業関係を形成できると

を可能にする。またポル

ことなど，スペインと同様

能になる。

位性を証明するだけでなく，

備，技術，労働力を用いる

イギリスなどの巨大企業は，

いうことにより，それだ

け企業の国際

という安定し

持することが

を形成するこ

第４に，

に対しても大

であるが，域

的生産配置をコストあるい

た市場と国際的分業体制の構

できるばかりか，アジア地域

とにもなる。

の拡大は， 加盟国だけ

きな市場を提供することに

内企業に関しては関税をはじ

は市場原理に基づいて確立す

築は，アメリカ，日本の多

などでの競争関係において

の利益を追求するだけでなく

なる。 域外国に対しては差

めとした諸制限を撤廃する

ることを可能にする。

国籍企業と対等な関係を維

も優位性を発揮できる条件

，アメリカ，日本の企業

別政策を行うことも可能

ことを目標としている。そ

うなるとア

事実アメリカ

れば， に

の拡大は

らに へ

半導体生産で

メリカ，日本企業も に進

，日本企業は 年代末か

進出した多国籍企業もそれ

， 企業のみならずアメリ

はアメリカ，日本企業のみな

は韓国の財閥系企業がイギリ

出すれば 企業と同様の恩

ら への進出を拡大してき

だけ市場領域を広げることを

カ，日本などの 進出企業

らず，韓国，香港などの企業

スでの数か所の工場建設を

恵を受けることになる。

た。 の加盟国が拡大す

可能にする。したがって

の拡大が可能になる。さ

も進出しようとしている。

計画した。いずれの工場も
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世界的規模をも

能にするものと

したがって

立命館経済学

つものであり，韓国企業も

位置づけたのである。

の加盟国拡大化は， が

（第 巻・第５ ６号）

に足場を確保することに

アメリカに変わって世界の

より，市場の拡大を可

「覇権」を獲得する条件

を作っていくと

ように一国に限

況がつくられた

ように強大な経

いうことを意味

しなければなら

おける覇権を獲

いうことになる。かつて世界

られていた。 という経済

。それは別の表現をすれば今

済力・政治力あるいは軍事力

する。世界市場における覇権

ないような状況に至ったと

得するという方向性は，また

市場における覇権国は，イギ

統合体による集団的体制は，

日は，かつての 世紀イギリ

をもって世界を支配する国は

の獲得は， のような国民

いうことである。しかしこの

覇権を簡単に獲得できる状況

リス，アメリカという

覇権の形成が可能な状

ス， 世紀アメリカの

存続できなくなったと

経済統合によって維持

による世界市場に

にはないことも示して

いる。 の存

能にする体制で

ることを意味し

場における覇権

日本企業による

在は，アメリカ，日本企業の

ある。 が拡大すればそれ

ている。アメリカ，日本の多

の獲得それ自体を抑制する

市場獲得競争が繰り広げられ

４．

域内での生産，流通など

だけアメリカ，日本の多国籍

国籍企業の での浸透力の

ことになる。いわば を通

るということである。

統合の推進主体

を浸透させることを可

企業の活動領域を広げ

拡大は， の世界市

じて とアメリカ，

は，

ルダム条約によ

外交・安全保障

めたのであった

いる主体は誰な

年の

年の「単一ヨーロッパ議定書

って統合への道を進んできた

，通貨，社会での統合，さ

。こうして は着実に統

のであろうか。

閣僚理事会はフランス・ニ

」， 年マーストリヒト条

のであった。それぞれの協定

らにアムステルダム条約では

合への道を進んでいるのであ

ースで開かれたが，この会議

約， 年のアムステ

は，経済的な市場統合，

憲法への道筋を定

るが，統合を推進して

には 統合に批判的

なグループが会

大はグローバリ

見を反映するも

形態である

中心思想の持ち

合に委ねること

はフランス，ド

議そのものの開催を否定した

ズムの推進であり，地域，文

のではない。したがって批判

の拡大を阻止するものとな

主たち，あるいはアングロ

は，イギリスそのものの過

イツが主流となって推し進め

。グローバリズム反対を叫ぶ

化，歴史や伝統，外国人居住

者は，当然のことながらグロ

る。またイギリスでは保守党

サクソン同盟を夢見る人たち

去・未来を否定することにな

ているのであり，イギリスは

人々である。 の拡

者，あるいは少数の意

ーバリズムの進展の一

を中心とするイギリス

は，イギリスを 統

る。まして今日の

単なる一加盟国にすぎ

ないゆえ，統合

的であった。イ

であった。労働

めた「市民」の

ドイツは社会

が，スペインは

を積極的に推進することに

ギリスにおいてむしろ

党政権は 加盟を進める

生活を保障することができる

民主党（ ）が 統合を

社会民主党，イタリアは社会

反対する。 年代のサッチ

参加に積極的な役割を果たし

ことによって「イギリス病」

としたのである。

推進してきたし，フランスは

党などの中道左派政権が，ス

ャー政権は に否定

てきたのは労働党政権

を克服し，労働者を含

ミッテラン社会党政権

ウェーデンは社会民主

（ ）



党政権が，

守主義者は，

ところが

統

それぞれ 統合を進めてき

統合には消極的であり，社会

は，戦争や支配，侵略な

合過程と課題（岩田）

た。フランスはいわゆるフラ

民主党勢力の方が統合推進

どの手段を経ずして合法的に

ンス共和国連合を除く保

論者となっている。

地域・国を統合していこ

うとしている

道である。い

進むというの

ヨーロッパ

ランス，イギ

領有権をめぐ

り返された

。国民国家を主体とした資本

わば資本主義が資本主義であ

が の方向である。

は，かつて二度の世界戦争の

リスとの戦争であった。とく

って常に緊張状態にあり，ド

のである。そのフランスとド

主義から，国家・地域統合

ることを明示する国民国家

戦場となった経験をもって

にフランスとドイツは国境

イツにおけるファシズムの

イツが という舞台で共通

を前提とした資本主義への

の性格を小さくして統合に

いる。いずれもドイツとフ

を接していたことにより，

台頭などもあって戦争が繰

の政治，経済運営を行っ

ていくことが

統合へと展開

ことが可能な

の前身

それが

は，貿易

いこうとする

軍事，社会ま

約束されている。何故ヨーロ

したのであろうか。またフラ

のであろうか。

である は，しばらくの

年代に入って拡大 として

のみならず，資本，労働力，

試みである。そして 年

でを含んだ共通政策を実施し

ッパは，戦争・対立という

ンスとドイツは，同じ政治

期間単なる関税同盟の域をで

再発足するにあたって内容は

さらにはサービスまでも含ん

代に入ると は， へと

， 年には通貨統合，さ

図式から経済運営の共通・

・経済政策を遂行していく

ることができなかった。

大きく変わっていった。

で国境の垣根をなくして

進展し経済統合から政治，

らに 年には共通通貨流

通まで実現し

か。資本主義

資本あるいは

資本主義の

も国家の庇護

の援助がなく

は，将

ている。何故ヨーロッパとい

は国民国家あるいは国民経済

企業は，国家の庇護の下であ

特徴として捉えられてきた。

あるいは国境がなくとも資本

ても 領域内であれば自

来的な政治・経済・社会統合

う単位で経済統合が行われ

を母体として生産・流通・

るいは国旗を背負って国境

それが では通貨統合に象

・企業の生産活動は可能で

由に移動することも可能にな

を目指しているが，現実は各

ることになったのであろう

消費活動を展開してきた。

の外にでていくというのが，

徴されるように，必ずし

あるし，また労働力は国家

ってくる。

国の経済・政治あるいは

社会システム

準化であり，

カの資本主義

実を掲げてい

方である。も

っているが，

「旧いヨーロ

は異なっている。その中での

所得の均等化を目指すことで

システムとは異なった目標

るが，この政策は新古典派経

ちろん 統合の論理，と

決してアメリカ的な市場主義

ッパ」の資本主義システムに

統合の論理・政策は，各国

ある。こうした政策は市場

を設定していることになる。

済学による政策というより

りわけ新規の「 憲法」は市

を求めているのではない。

対するアンチテーゼであり，

の経済・社会システムの平

万能主義を標榜するアメリ

統合は，社会保障の充

もケインズ政策に近い考え

場主義・競争原理をうた

むしろ競争原理の導入は，

経済社会の活性化へのプ

ロセスを求め

統合を

会の政策が

会を中心とし

は社会民主

代の ，近

ているのである。

推進しているのは国家であり

各国政府の政策に影響を及ぼ

た各国政府ということにな

勢力が政権を握るかによって

年の はいずれも社会民主

，ベルギーに本部をおく

しており，そのかぎりでは

る。 各国は資本主義保守勢

への参加度は異なること

勢力の政府によって統合を推

委員会である。 委員

統合の主体は 委員

力が政権を握るかあるい

になる。 年代， 年

進する政策が提起されて

（ ）



きた。

統合を推

配層，あるいは

立命館経済学

進している主体は何か，特定

労働者階級などと特定するこ

（第 巻・第５ ６号）

することは容易ではない。統

とも意味をもたない。統合の

合の主体を資本家・支

推進主体は国家である

が，その国家を

は形態上は「市

意」を反映する

立させ，その結

よう。 年の

絶えずアメリカ

ギリスがアメリ

誰が動かしているかという

民」が主体ということになる

システムの上で成立する。

果がアメリカに対抗する地域

アメリカによるイラク戦争に

に対して批判をくり返してい

カと同盟軍を形成しイラク

ことが問題の所在としてある

。ヨーロッパ型民主主義に

いわば 統合は「市民」が

を形成することを要請されて

対してフランス，ドイツは参

たことなどはその現れであろ

に侵略していった。イギリス

。そうなると 諸国

よる国家＝政府は，「民

主体となって政府を成

いるということもでき

戦しかったのみならず，

う。イラク戦争は，イ

は と同一歩調をと

ればアメリカ批

は における

クソン同盟に活

による大量破壊

したがってイギ

統合の主

っては賛同でき

り，従来型・保

判を行わなければならず，フ

主導権を確立することは困

路を見いだそうとしたのであ

兵器の保持という名目がなく

リスでもイラク戦争を推進し

体を考えるとき， 社会民

ないことなのであろうか。市

守的な企業は対応できないこ

ランス，ドイツの政策に追従

難であることを示すことにな

る。しかし今日ではアメリカ

なり，戦争そのものの「正当

たブレアー労働党政権は苦境

主党勢力による統合推進は，

場の統合は新しい資本主義の

となのか，またグローバリズ

することになる。それ

る。そこでアングロサ

の侵略戦争は，イラク

性」が問われている。

に立たされている。

資本主義保守勢力にと

あり方を示すことにな

ム反対勢力にとっては

統合をなぜ

昇は進歩的な側

う名でのアメリ

なっていると思

てなぜ 統合

るが，スペイン

むしろそれそれ

否定するのであろうか。

面をあらわすはずなのである

カ型の資本主義市場経済に対

われるのであるが。さらに保

は進展しているのか。ドイ

などの新規加盟国も必ずし

の加盟国は「国益」の確保を

における「市民」の生活の平

が，反対の理由は何か。それ

するアンチテーゼであるなら

守主義者，グローバリズム反

ツ，フランス，イギリスの主

も 委員会の政策を承認し

主張している。そうした時に

準化，労働者の賃金上

はグローバリズムとい

ば一貫した反対理由に

対勢力のはざまにあっ

導権争いは行われてい

ているわけではない。

加盟国の「国益」を調

整する論理・政

域主義」の台頭

に対処すること

なるのか，など

だけは否定でき

して，国家を超

とはできない。

策はどのようなものなのか

であり，同時にアメリカに対

になるのであろうか。発展途

数々の課題がある。こうし

ない。その統合は の理

えた連合体あるいは大欧州国

，また誰が調整するのであろ

抗する形態であるとしたら，

上諸国は先進国の統合に対し

た課題があるにせよ の統

念通りに進み，最終的には政

家の誕生となるのかはいまの

うか。 統合は，「地

アジア地域はどのよう

て取り残されるだけに

合が進展していること

治・経済・社会統合と

ところ確定的にいうこ

それでは

かといえば決し

るものであり，

国への拡大も，

対しては共通の

いは安全保障政

は，アメリカ，日本の企業

てそうではないであろう。

また市場統合さらには通貨統

の経済的・政治的影響力

政治・経済政策を実施する

策などで一致した政策を講じ

の 進出に対して積極的に

の拡大化は，まさにアメリ

合は の一体性を示すもの

を大きくするものになろう。

ことになろうが，問題は

ることが可能かどうか，とい

市場を提供しているの

カ，日本企業に対抗す

である。 の東欧諸

しかし は，域外に

域内で政治・経済ある

うことである。すなわ

（ ）



ち 域内

で覇権をどの

いては，イ

統

でのイギリス，ドイツ，フラ

国が握るかという問題が生

ギリスは当面参加せず一定の

合過程と課題（岩田）

ンスによる主導権争いの問題

じているのである。たとえば

期間をおくことにしている。

である。いわば 域内

年の 流通にお

しかしイギリスの

参加は，現実

の広が

イギリスなど

によって，コ

能にする。

などでは，

昇にも結びつ

には多くの困難を抱えており

りは，ヨーロッパ企業の生産

の企業は， 域内（スペイ

ストを低下することが可能に

加盟国の中でも相対的に経

多国籍企業が進出したこと

いた。しかし後発国の

単純ではないであろう。

拡大の場を提供することにな

ン，イタリア，ポルトガルなど

なるばかりでなく，進出し

済発展の遅れているスペイン

によって，雇用が確保される

加盟は， 統合へのステップ

る。ドイツ，フランス，

）での生産配置を行うこと

た地域での市場拡大をも可

，ポルトガル，ギリシア

ばかりでなく，賃金の上

を踏まなければならない。

たとえば外国

するためには

際収支の均衡

財政均衡は不

費の削減など

育成，輸出の

ことよりも外

業と後発

為替相場の維持をはじめとし

，国内的にはインフレーショ

化を図っていかなければなら

可欠な政策である。こうした

としてあらわれる。さらに国

増大策を必要とする。国際競

国企業を導入していくことの

加盟国の経済発展の過程に

た金融・財政政策の確立で

ンの進行を抑えることと，

ない。インフレーションの

政策は国内での大量の失業

際収支の均衡化のためには

争力のある産業は，自国産

方が現実的な政策となる。

おける政策とが一致するよう

ある。外国為替相場を維持

国内財政の均衡化および国

進行を抑制するためには，

者の排出あるいは社会保障

，国際競争力のある産業の

業・企業を拡大・育成する

ここにヨーロッパ多国籍企

な状況がつくりだされる

ことになる。

ところが

えられていく

しては存立す

部品を含めた

まさに

できないよう

後発 加盟国にとって多国

ことを意味している。すな

ることが不可能になる。そ

国際分業構造に転換しなけれ

の国際分業の一端を担うよう

な産業・企業は， 域内で

籍企業の進出は，国内の経済

わち既存の産業は， 域内で

こで の国際分業の一部に

ばならない。イタリア北部

な生産体制に構造を転換した

の生き残りはもちろんのこと

構造そのものがつくりか

の国際分業を担う産業と

組み入れられるためには，

地域での中小企業の再生は，

からである。しかし転換

国内での生き残りも不可

能になる。

は 国際

っていく過程

速に進展した

できない産業

いる。イギ

い状況もある

いわば への加盟は，後発

分業に組み込まれるかの選択

において，サッチャー政権が

のであった。産業構造の転換

分野あるいは強力な労働組合

リスはこうした産業分野が広

。したがってイギリスではア

国では国内の全産業において

を迫られることになる。イギ

誕生したし，国有企業を含

を要請されても依然として

が存在する分野では，産業

範に残っているために 統

メリカ，日本などの多国籍

競争力を高めるかあるい

リスはこうした選択を行

めての産業構造の転換が急

国際競争力を高めることの

構造の転換が困難になって

合に積極的に参加できな

企業の進出が，イギリスの

産業構造ある

の統合を

ンランド，デ

いわば北欧諸

成長のなか

加盟を急ぐこ

いは生産システムの変更を一

進める主体として登場するこ

ンマークなどの北欧において

国のケインズ政策は，持続的

での財政負担の増大は，政策

とにより，経済成長を可能に

般的な形態として進展する

とになろう。さらにスウェー

も，高福祉・社会保障の存

な経済発展・成長のもとで

の行き詰まりをきたすことに

する経済構造への転換を図

ような事態にまで進めば，

デン，ノルウェー，フィ

続が困難になってきている。

可能になるのであるが，低

もなる。そこで への

っていかなければならない
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状況に追い込ま

度な福祉・社会

民は拒否の回答

立命館経済学

れていたのである。しかし

保障から受益者負担・個人責

を示したのであった。 は

（第 巻・第５ ６号）

ノルウェーに代表されるよう

任社会への転換を意味するこ

，経済統合の過程では共通の

に への加盟は，高

とであって，そこに国

経済政策を追求するが，

北欧諸国のよう

の一方で後発国

にまた東欧諸国

に国民の既得利益にまでメス

は，既得利益よりも加盟の利

の への加盟申請の目的の

５．ヨーロ

をいれなければならないこと

益の方が大きいということが

一部が存在するということに

ッパ統合への課題

を示したのである。そ

実証されている。そこ

もなろう。

企業の域

後発国の産業構

市場を拡大する

的分業に組み込

であり，雇用を

メリカ，日本企

通貨統合には積

くという方向を

内投資は， 後発国での低

造の再編とともに雇用を拡

ことと，その市場を安定的に

まれることによって生産の安

確保することである。 多

業との競争関係で優位にたっ

極的に参加しないが， の

とっている。イギリス企業は

コストを求めて行うのではな

大し，市場も拡大する。すな

することである。安定的にす

定および流通・消費の拡大の

国籍企業は， という安定

ていくことが必要になって

共通政策あるいは共通の利益

， 年に当時の に加盟

い。後発国での投資は，

わち 域内投資は，

るということは，国際

場として位置すること

市場を背景にして，ア

いる。イギリスは，

の享受には参加してい

して以来，ヨーロッパ

への投資を増大

見いだしたかの

ロッパ，アメリ

業は， 域内

差別的政策を行

動を保証される

ますます多国籍

している。イギリス企業は，

ような状況にある。イギリス

カ，日本企業あるいは最近で

へ投資する限りにおいては

っていることから， 企業

ことになる。イギリス企業は

企業化への方向をとろうとし

イギリス国内での投資よりも

国内へは，イギリス企業の隙

は韓国企業も投資を拡大して

企業として認定される。

として認定されることは

，ヨーロッパ大陸への投資を

ているのである。 はイギ

大陸への投資に活路を

間を埋めるようにヨー

きている。イギリス企

は域外国に対しては

域内での自由な企業活

増大することによって，

リス企業にとって，多

国籍企業化を進

業に， とい

なるからである

は，通貨

ることにつなが

拠点と私的所有

を明示するとと

展させる基盤ともなってい

う安定市場を提供することで

。こうしてイギリス企業は，

統合に象徴されるように国民

る。資本主義は国民経済領域

・生産の保護を与えたのであ

もに競争に基づく経済社会

るということになる。すなわ

あり，同時に 域内での特

ヨーロッパ大陸投資を拡大す

経済を超えての経済統合であ

を設定することによって資本

った。国家による各種の法律

を保証した。ところが は

ち は，イギリス企

典を供与することにも

ることが可能になった。

り，国民的性格を弱め

にとっての活動領域の

制度は，私有財産制度

，国民国家の領域を超

えての経済活動

に国民国家を形

は国民国家をこ

なる。国民国家

の活動を保証す

国家に対しての

を保証し，その権利も与える

成し，運営していくという過

えて 委員会， 理事会

が個別企業の活動を保証する

るという形態である。もちろ

要求・権利獲得から，国民

のである。そうなると個別企

程を必ずしも必要としないば

，あるいは議会などに直接働

というのではなく， の存

ん個別企業ばかりでなく労働

国家を超えて に対して要

業は，いままでのよう

かりか，状況によって

きかけることが可能に

在それ自体が個別企業

の側面においても国民

求していくということ
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にもなる。

あるいは縮小

家としての

統

たとえば 域内において企

した国と生産を拡大し新たに

政策調整・介入をこえて

合過程と課題（岩田）

業が生産配置を変えていくと

工場を誘致して雇用を確保

総体の問題として調整しなけ

したならば，生産を停止

した国との調整は，国民国

ればならないであろう。

従来ならば，

の範囲内とし

は国民国

「国家」を形

言語などを共

く主体とし

う主体であり

生産配置，工場の閉鎖・設立

てきたものが，国民国家をこ

家を超えての統合市場をめ

成する過程にあるということ

有した国民国家を意味するの

て位置づけるものである。し

，同時に調整機関としてのも

などによる労働力移動など

えて調整しなければならな

ざすとともに， 委員会に

もできよう。ここでの「国家

ではなく，共通の経済・政

たがって 国家は，国民国

のとなろう。 憲法の制定

は，国民国家の調整，政策

くなってきているのである。

象徴されるような新しい

」は従来の民族，文化，

治・社会政策を追求してい

家をこえた共通政策を行

の意義はここにある。

また

有利な労働条

労働時間も少

イツでは，ド

者は，職域か

事態が生じ，

域内諸国では

らない。こう

は将来労働力移動を完全に自

件を提示する国，企業に集中

ない。したがって労働力は，

イツ人労働者と外国人労働者

ら排除される場合もあろう。

ドイツの社会的問題になる

賃金，労働条件などにおいて

した状況を形成するというこ

由化することになれば，労働

することになろう。現状で

ドイツ国内に多く流入する

が競合することになり，状

それはドイツ人労働者の失

。このような事態を回避する

加盟国間の差が少ないとい

とは，現実には困難である

力は高い賃金国あるいは

はドイツの賃金は最も高く，

ことになる。そうなるとド

況によってはドイツ人労働

業，就業機会の喪失という

ためには，少なくとも

う状況を形成しなければな

。さらに多国籍企業の生産

配置の要因

保証するとい

各国は

ある国家財政

の移行という

うことになる

にワークシ

の一つは，賃金格差の利用で

うことは，現実的には困難で

今日ではすべての国で大量の

の均衡化にあたっては，国有

課題が生じている。とくに国

。フランスなどでの国有企業

ェアリングの実施によって失

ある。そうなると 域内で

あるということになる。

失業者を抱えている。とくに

企業などでの補助金削減あ

有企業を民営化すれば大量

改革は，大量の失業者を生

業を回避する政策も行われて

の労働力の自由な移動を

統合の条件の一つで

るいは国有企業の民営化へ

の失業者が排出されるとい

み出すことになるが，同時

いる。そうなると 統

合に伴って労

は， によ

ということ

可能にすると

ろう。そう

よって国民的

時ヨーロッパ

働力の自由な移動が行われる

る国家の政策を超えての統合

になる。逆に による統合

いう側面もある。賃金の側面

なると の統合は，労働者

諸権利が不利になるという

の社民勢力が積極的であった

ということは，現実には困

は，労働者の権利が擁護され

は，労働者の諸権利を，国家

では，国民経済を超えての

の立場からすれば，進歩的に

側面の両面をもつことになる

。それは統合を通じて労働

難である。むしろ労働の側

ないという危険性もある

を超えて獲得することを

平準化する傾向をもつであ

作用する側面と，統合に

。 統合に関しては，一

者の諸権利の向上と，平準

化を可能にす

生活者，障害

欧諸国，デン

中で切り下

ざるをえな

の状況などは

るということからであった。

者，弱者などは， 統合に

マークなどでの社会保障の

げを余儀なくされる。そうな

いということになる。ノルウ

，資本，労働者，その他の人

企業と労働者との利害関係

よって既得権益を保持できな

整備は， に加盟し統合の条

ると 加盟事態も既得権益

ェーの 加盟投票の拒否，

々の思惑，利益が異なって

の狭間の中で高齢者，年金

い状況にある。とくに北

件を形成していく過程の

の低下であるから反対せ

デンマークでの国民投票

いることを示している。

（ ）



への加盟

への加盟は

票に基づく政党

立命館経済学

は，それぞれの国民経済にお

，国家の政策決定によってお

政府によって運営される。そ

（第 巻・第５ ６号）

ける階層によって利益が異な

こなわれている。その国家は

の国民の投票によって政府が

っていることになる。

，形式的には国民の投

成立するのであるから，

国家は形式的に

加は，国民の意

再び帰着する。

形式的には国民

ロセス，内容の

得て行われてい

にあたっての論

は，国民の「意思」を反映し

思によって決定されることに

それは は誰が主体とな

の意思によって行われている

決定も政府によるものであ

るといっても，実体は政府の

理あるいは行動主体を何に求

ていることなる。国家・政府

なると， は誰のための経

って統合を推進しているのか

といっても，政策決定は政府

る。したがって 統合は形

専管事項になっている。その

めるかということである。

による経済統合への参

済統合かという問題に

という問題でもある。

であり， 統合のプ

式的には国民の賛同を

政府の政策決定を行う

は，

も市場を提供す

ゆるグローバル

安定市場を形成

そのためにドイ

あるいは 域

籍企業の安定市

とでもある。し

域内企業への安定市場を形成

る。アメリカ，日本企業へ

展開を可能にする。 の多

することと， 企業の競争

ツ，イギリス企業などは

内企業間の合併，資本・技術

場の確保とともに，アメリカ

たがって 経済統合は，

するとともに，アメリカ，日

の市場開放は，同時に 企

国籍企業化を促進するために

力および技術水準の向上をは

域内での国際分業関係を強

・市場提携などが行われてい

，日本の多国籍企業のための

一面では地域主義を意味して

本などの多国籍企業へ

業の を超えたいわ

は，域内市場を強化し，

からなければならない。

化していく方向にあり，

る。 は，域内多国

市場領域を拡大するこ

いるのであるが，他面

では多国籍企業

パ全域の拡大は

るし，またヨー

東欧諸国の

て，政治・経済

が認められた。

を資本主義的合

の市場領域を確保することで

，生産力水準が遅れている国

ロッパ市場総体を拡大しうる

加盟は，まさに市場経済

構造の転換を加速する契機と

東欧諸国は 加盟によっ

理性をもった生産システムに

あり，生産領域を確保するこ

民経済にとって生産力発展の

からである。

化すなわち資本主義経済シス

なる可能性をもっている。東

て，国有企業に代表されるよ

変更していかなければならな

とでもある。ヨーロッ

可能性をえることにな

テムへの移行にあたっ

欧諸国は 年に加盟

うな古い生産システム

くなった。すでにドイ

ツ，イギリス企

ドイツ，フラン

域での共産党政

増大は，これら

籍企業をはじめ

世紀に向か

情報を支配する

業などは東欧に進出し，資本

スなどの先進資本主義国は

権の復帰を阻止することを可

の国における民族問題あるい

として 企業の市場領域も

っての覇権の掌握，すなわち

ことは，企業に課せられてい

主義システムを 働する一因

，東欧を に加盟させるこ

能にした。また東欧諸国の経

は経済難民の発生などを防止

拡大することになる。

資本主義世界市場で，生産，

るのである。その主体はアメ

ともなっている。また

とによって，これら地

済発展，生産力水準の

することになり，多国

資本，技術，さらには

リカ，日本あるいはヨ

ーロッパ系多国

ることは，いわ

グローバル化の

中国の存在が，

あるなかで，ま

容が大きく変化

籍企業ということになる。し

ば企業は国境を越えた生産・

特徴を明らかにすることであ

市場の拡大・浸透を抑制して

た発展途上諸国の資本主義化

してきているのである。それ

たがって経済統合の主体の一

流通・消費の過程を作り出し

る。これまでの国際経済は，

きたのであるが，このような

への方向が強まる中で，企業

は世界市場をめぐる新たな市

つを多国籍企業に求め

ていくという，企業の

旧ソ連・東欧あるいは

障壁が取り除かれつつ

の市場拡大をめぐる内

場獲得競争であり，ま
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た市場再編を

という視角も

あるいは労働

統

意味している。 の経済統

必要であろう。さらに企業の

者の視点から見た場合の経済

合過程と課題（岩田）

合もこうした市場の世界市場

活動という資本主義の論理

統合の意義なども考慮して

をめぐる競争と市場再編

だけでなく，市民生活者，

いくことが必要であるし，

という新
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